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● 学部学生の地域別の状況

高度の高等教育の全国的提供①

学士課程 修士課程 博士課程 専門職課程

合 計 2,556,062 158,974 73,877 16,623 

国 立 445,668 93,416 50,676 5,999 

公 立 129,618 10,372 4,876 726 

私 立 1,980,776 55,186 18,325 9,898 

出典）文部科学省『学校基本調査』（平成２７年度）より作成

出典）文部科学省『学校基本調査』（平成２７年度）より作成

● 学生数（２０１５）

出典）文部科学省『学校基本調査』（平成２７年度）より作成
（注）ここでは、東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県、愛知県、岐阜県、三重県、大阪府、兵庫県、京都府、滋賀県、奈良県、和歌山県を、「三大都市圏」とする。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

国 立

公 立

私 立

37%

41%

79%

63%

59%

21%

三大都市圏

その他の地域

修士課程の約６割、博士課程の約７割が国立大学に在籍している
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国立・公立・私立別の学生数の比率（都道府県別）

出典）文部科学省『学校基本調査』（平成２７年度）より作成

都市圏以外では国立大学の在籍者数の割合が大きい

高度の高等教育の全国的提供②
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国立大学の経済効果①

●国立大学が地域に及ぼす経済効果：７大学の事例整理

出典：株式会社日本経済研究所「大学の教育研究が地域に与える経済効果等に関する調査研究」(文部科学省平成22年度先導的大学改革推進委託事業，
平成23年3月)より作成（調査対象大学：富山大学、徳島大学、長崎大学）
株式会社日本経済研究所「地方大学が地域に及ぼす経済効果分析」(平成19年3月)より作成（調査対象大学：弘前大学、群馬大学、三重大学、山口大学）
各国立大学法人の調査結果より作成（調査対象大学：山梨大学、鹿児島大学）
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1-3 地域の社会経済への貢献
国立大学の経済効果②

山口県内への効果
生産誘発額
＜直接効果＞

＜生産誘発額＞
（総合効果）

教育・研究活動
99億円

教員・学生の消費
245億円

その他の活動
73億円

設備整備
15億円

大学全体
433億円

161億円

364億円

116億円

26億円

＜経済波及効果のフロー＞

山口県内最終需要額

（直接効果）

433億円

生産誘発額（総合効果）
667億円

付加価値誘発額＊１

385億円

県税＊２

6億円

市町村税＊２

5億円

県税総額
0.5％分

市町村税総額
0.3％分

雇用者
9,007人

全従業者
1.2％分

＊１：家計外消費を
除く付加価値誘発額
＊２：直接効果、一
次波及効果から誘発
される事業税、個
人・法人住民税

＜経済波及効果のフロー＞

＜効果の大きい産業（生産誘発額）＞

①商業 115億円

②不動産 90億円

③化学製品 67億円

④対個人サービス 52億円

⑤運輸 44億円

⑥食料品 40億円

⑦対事業者サービス 30億円 他

県内の総合効果は、直接効果433億円の

1.54倍の667億円。

県内の産業では、商業や不動産など消費に
より大きく波及効果が現れる業種や医薬品
メーカーを含む化学製品、娯楽サービスな
どを含む対個人サービスなどに多額の生産
誘発効果がもたらされている。

県内生産誘発
667億円

山口大学が地域へ及ぼす経済効果としては、直接効果として大学全体で433億円、総合効果として
667億円が見込まれ、大学の存在が地域経済の活性化にも寄与しています。

（具体例）山口大学
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2-5 自己収入獲得の努力 民間企業との共同研究

（出典）文部科学省 科学技術・学術政策局産学連携・地域支援課「大学等における産学連携等実施状況について」

●民間企業との共同研究に係る個別実績（2015年度）

①民間企業との共同研究実施件数 ②民間企業との共同研究費受入額 （単位：千円）

民間企業との「共同研究実施件数」・「共同研究費受入額」ともに、
トップ３０大学中、国立大学が２６大学となっている
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地域社会との産学連携

○同一県内企業及び地方公共団体との共同・受託研究実施件数（地方別）

※同一県内企業とは、大学等と契約した企業が同一都道府県内にある企業を指す。

出典）文部科学省『平成２７年度大学等における産学連携等実施状況について』
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平成27年度「地（知）の拠点大学による地方創生推進事業(COC+)」選定事業

【選定件数 42件】

地方創生の拠点として地域ニーズに応える人材育成・研究の推進

大学等名称 事業名称 参加大学数
室蘭工業大学 「ものづくり・人材」が拓く「まち・ひと・しごとづくり」 6（国立1、私立2、高専3）
弘前大学 オール青森で取り組む「地域創生人財」育成・定着事業 9（公立1、私立7、高専1）
岩手大学 ふるさといわて創造プロジェクト 6（公立3、私立2、高専1）
秋田大学 超高齢・人口減少社会における若者の地元定着の促進と若者の育成 2（公立1、高専1）

東北学院大学 みやぎ・せんだい協働教育基盤による地域高度人材の育成 11（国立1、私立9、高専1）
山形大学 協働・循環型「やまがた創生」人材育成事業 5（公立1、私立3、高専1）
福島大学 ふくしまの未来を担う地域循環型人材育成の展開 3（私立2、高専1）
茨城大学 茨城と向き合い茨城に根ざし、未来を育む地域協創人材養成事業 4（公立1、私立2、高専1）
宇都宮大学 輝くとちぎをリードする人材育成地元定着推進事業 5（国立1、私立3、高専1）

共愛学園前橋国際大学 持続的地方創生共同体形成プログラム：若者定着県域総ぐるみ計画 3（私立3）
千葉大学 都市と世界をつなぐ千葉地方圏の”しごと”づくり人材育成事業 1（私立1）
新潟大学 「ひと・まち・しごと」創生を循環させるNIIGATA人材の育成と定着 6（公立1、私立5）
富山大学 富山全域の連携が生み出す地方創生 －未来の地域リーダー育成－ 5（公立1、私立3、高専1）
金沢大学 金沢・加賀・能登で地域思考型教育による夢と志を持つ人材養成 7（公立2、私立5）
福井大学 地域創生の担い手を育み活気あるふくいを創造する５大学連携事業 4（公立2、私立2）
山梨大学 オールやまなし11＋1大学と地域の協働による未来創生の推進 8（公立3、私立5）
信州大学 地域ニーズで就業力と地域定着志向と成長力を高めるキャリア教育 2（私立2）
岐阜大学 岐阜でステップ×岐阜にプラス 地域志向産業リーダーの協働育成 3（私立3）
静岡大学 静大発“ふじのくに”創生プラン 7（国立2、公立2、私立2、高専1）
三重大学 地域イノベーションを推進する三重創生ファンタジスタの養成 12（公立2、私立8、高専2）

京都工芸繊維大学 北京都を中心とする国公私・高専連携による京都創生人材育成事業 3（公立1、私立1、高専1）
滋賀県立大学 びわ湖ナレッジ・コモンズ＋ ～地と知で拓く滋賀の創生～ 5（国立1、私立4）
神戸大学 地域創生に応える実践力養成 ひょうご神戸プラットフォーム 2（公立2）

奈良女子大学 共創郷育：「やまと」再構築プロジェクト 1（高専1）
和歌山大学 わかやまの未来を切り拓く若者を育む“紀の国大学”の構築 5（公立2、私立2、高専1）
岡山県立大学 地域で学び地域で未来を拓く‘生き活きおかやま’人材育成事業 8（国立1、私立7）
広島市立大学 観光振興による「海の国際文化生活圏」創生に向けた人材育成事業 6（国立1、公立1、私立4）
鳥取大学 学生と社会の相互交流による人材育成・地元定着促進プログラム 4（公立1、私立2、高専1）
島根大学 地域未来創造人材の育成を加速するオールしまね協働事業 3（公立2、高専1）
山口大学 やまぐち未来創生人材育成・定着促進事業 11（公立1、私立7、高専3）
徳島大学 とくしま元気印イノベーション人材育成プログラム 5（私立4、高専1）
香川大学 うどん県で働こうプロジェクト～能動学修による地域の魅力発見 3（公立1、私立1、高専1）
愛媛大学 地域の未来創生に向けた“愛”ある愛媛の魅力発見プロジェクト 5（私立5）
高知大学 まち・ひと・しごと創生 高知イノベーションシステム 3（公立2、高専1）

北九州市立大学 「北九州・下関まなびとぴあ」を核とした地方創生モデルの構築 12（国立1、公立2、私立8、高専1）
佐賀大学 さが地方創生人材育成・活用プロジェクト 2（私立2）
長崎大学 若者が輝く、若者で輝く長崎創生～地方創生人材学士プログラム 4（公立1、私立3）
熊本大学 “オール熊本”で取り組む熊本産業創生と雇用創出のための教育プログラム 8（公立1、私立6、高専1）
大分大学 地域と企業の心に響く若者育成プログラムと大分豊じょう化プラン 3（公立1、私立2）
宮崎大学 大学間連携による地域ニーズを捉えたみやざき産業人材の育成 4（公立2、私立1、高専1）
鹿児島大学 食と観光で世界を魅了する「かごしま」の地元定着促進プログラム 7（国立1、公立1、私立4、高専1）
琉球大学 新たな地域社会を創造する「未来叶い（ミライカナイ）」プロジェクト 1（公立1）

大
学

参加数 うち主幹校
短
期
大
学

参加数 うち主幹校 高
等
専
門
学
校

参加数 うち主幹校
国立 46 36 国立 国立 30 0
公立 40 4 公立 6 0 公立 0 0
私立 108 2 私立 25 0 私立 1 0
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出典：国立研究開発法人科学技術振興機構センター・オブ・イノベーション（COI）
プログラム事業パンフレット（H27）より抜粋

センター・オブ・イノベーション（ＣＯＩ）プログラムの採択大学
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センター・オブ・イノベーション（COI）プログラム取組例

●弘前大学 認知症・生活習慣病研究とビッグデータ解析の融合による画期的な疾患
予兆発見の仕組み構築と予防法の開発拠点

岩木健康増進プロジェクト（大規模検診）

参画機関の一例
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ヘルス・フード・アグリとバイオを融合し

た生物資源を活用した6次産業化及び産業

創出人材を養成。【徳島県の農場を活用し、

県内の自治体・企業等と連携した実践型

フィールド実習の実施】

徳島大学
生物資源産業学部(H28)

地域資源に新たな価値を創成し、成長産業

の振興と地域活性化を図るため、畜産・農

業・観光等の地域資源のマネジメント人材

を養成。【県内の自治体・企業等と連携し

中山間地等での課題解決型実習を実施】

宮崎大学
地域資源創成学部(H28)

医療と福祉を融合し、「地域包括ケア」を

実践できる高度な専門性を有したマネジメ

ント力を有したリーダーを養成。【県内の

自治体と連携し、医療・福祉地域現場での

臨床実習の実施】

大分大学
福祉健康科学部(H28)

社会制度、まちづくり、防災・減災などの

重層的・複合的な地域課題に対応できる人

材を養成。【県内の自治体・企業等と連携

し、全学生が参加する地域プロジェクト演

習の実施】

宇都宮大学
地域デザイン科学部(H28)

有田焼をはじめとした県の基幹産業を担い、

芸術を基盤とした地域創生に寄与する人材

を養成。【自治体と連携したフィールド実

習、佐賀県有田窯業大学校の資源を活用し

た実践教育】

佐賀大学
芸術地域デザイン学部(H28)

フィールドワークを重視し、水・紙産業の

振興など地域社会の持続的発展を担う人材

を養成。【県内の自治体・企業と連携し、

新たな寄附講座の設置とコンソーシアムの

構成】

愛媛大学
社会共創学部(H28)

学生が自ら目標を設定し、課題や専門領域

を選んで学んでいく課題発見・課題解決能

力養成を重視した人材を育成。【分野の垣

根を越えたグループ主体のゼミ・ラボ活動

を実施】

新潟大学
創生学部(H29予定)

海洋を対象に諸課題に取り組み、海洋環境

保全や海洋資源エネルギー利用に携わる人

材を育成。【海外を含む海洋フィールド実

習や、国内外の企業や研究機関によるイン

ターンシップの実施】

東京海洋大学
海洋資源環境学部(H29予定)

文理融合の蓄積を活かして、都市社会にお

けるリスク共生の基本を学び、自然・社会

環境のリスクを総合的に理解できる人材を

養成。【学生と実務家教員を含む複数教員

で取り組むスタジオ教育を実施】

横浜国立大学
都市科学部(H29予定)

データサイエンスに関する専門知識と技術

を習得し、データに基づいた課題解決がで

きる人材を養成。【日本初のデータサイエ

ンス学部を設置し、人文社会系大学から文

理融合型大学へ転換】

滋賀大学
データサイエンス学部(H29予定)

心理、福祉、健康分野を融合し、「地域包

括ケア」を実践する地域実践力を身に付け

た人材を育成。【県内の自治体・企業と連

携した実習をはじめとする課題解決型教育

(PBL)を実施】

島根大学
人間科学部(H29予定)

文系・理系を超えて情報学を幅広く学び、

情報科学技術に関する基礎知識・適用能力

等を涵養することで、新しい価値を生み出

せる人材を育成。【クォーター制や海外留

学・インターンシップの単位化等を実施】

名古屋大学
情報学部(H29予定)

◆国立大学における特色ある学部等設置の状況（主なもの）

国立大学における組織再編について
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廃止・転換された学科数

見直しのシェア

※平成２２年度における国立大学の全学科数：1168

平成２２～２９年度に廃止・転換された学科
数計：453
※平成29年度の数字は、今後変更の可能性があり

平成22年以降の国立大学の学科レベルにおける組織見直しの状況について
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新潟大学における県内就職状況等
●平成２７年度 学部卒業者の新潟県内への就職状況

●平成２８年度 新潟県内からの学部への入学率（平成28年4月1日）

区分 出身者数 就職者数
※１

就職者数
の割合※２

県内 758 738 45.14%

県外 877 897 54.86%

合計 1,635 1,635 100.00%

※１ 平成27年度学部卒業者数2,316人中，
就職した者は1,635人。

※２ 就職者数の割合は，就職者数のうち，
県内就職者・県外就職者の割合を示す。

区分 入学者数 入学者数の割合

県内 974 41.31%

県外 1364 57.85%

その他 ※ 20 0.84%

合計 2,358 100.00%

※ その他は，留学生，社会人等 12



 NIIGATA COC+事業
「ひと・まち・しごと」創生を循環させるNIIGATA人材の育成と定着

事業概要

• COC+大学の教育改革による地方創生を牽引する地域人材育成の
ための教育プログラム開発（人材育成）

• 大学・自治体・産業界の強みを活かした連携事業の創出と規模拡大
（新潟地域からのアジアへの展開）

地域活性化，産業振興，雇用創出，人口流入，若者の地元定着
を実現する基盤的土壌と連携体制を整備

主要な達成指標

• 事業協働地域への就職率10.0％向上
（H26年度57.3％→H31年度67.3％）

• 事業協働機関へのインターンシップ参加数 4.7倍増
（H26年度109人→H31年度514人）

• COC＋大学が開発する教育プログラム履修者数600人
（COC＋大学入学生の約27％）

新潟大学ＣＯＣ＋事業①
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 NIIGATA人材の育成と定着を実現させる事業協働機関の連携図

新潟大学ＣＯＣ＋事業②
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新潟大学における学生支援制度

●まなび応援基金の創設
・経済的理由により，修学が困難な学生に対する修学
支援事業を行う。

●新潟大学基金
・新潟大学の基盤整備，企業や地域社会との連携，
研究活動支援，学生のための厚生施設整備などを
推進する事業を行う。

●新潟大学サポーター倶楽部の創設
・学生の修学支援，国際交流への支援，教育施設の整備
への支援のため，新潟大学基金を通して企業や個人が
支援する。

～新潟大学における学生支援の取り組み～
〈学生の修学支援〉：輝け未来!!新潟大学入学応援奨学金，論文投稿支援，国際学会渡航費支援，インターン

シップ活動経費の支援，ダブルホーム活動経費の支援
〈国際交流への支援〉：留学先授業料，外国人留学生に対する奨学金，外国人研究者招聘渡航費などの支援
〈教育施設整備への支援〉：老朽化した運動施設，学生寮・留学生用宿舎の改修整備支援
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